
 

 

 

 

長野県公営企業経営戦略 2026 

（令和８年度（2026年度）～令和 17年度（2035年度）） 
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戦略の名称について 

 

 今回の戦略は、当初の「長野県公営企業経営戦略」の考え方や取組に関し、引き継ぐ部分につい

ては継続しつつ、さらにバージョンアップを図っていくものであり、また、計画期間（令和８年度

（2026 年度）から 10 年間）満了前にあっても、社会経済情勢の変化や事業の進捗状況を踏まえて

適時見直すこととしていることから、いわゆる「戦略 2.0」ともいうべき位置付けのものです。 

 ただし、「公営企業経営戦略」という名称は、総務省通知に基づく一般呼称であり、「長野県総合

５か年計画～しあわせ信州創造プラン 3.0～」のように、特定期間のプランを示す固有名称を付け

ていないことから、戦略名に 2.0 を付すことはせず、計画期間の初年度である 2026 年度を付して

「長野県公営企業経営戦略 2026」とするものです。 
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